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1. はじめに 

 浸水リスクへの対応策として、堤防・ダム等のハード

対策とハザードマップの作成・居住誘導等のソフト対策

がある。我が国では人口減少・高齢化による税収の減少

が見込まれるため、ハード対策には限界がある。そこで、

ソフト対策による低リスク箇所への都市活動（企業・家

計）の移転が重要になると考えられる。 

 本研究では、神奈川県小田原市および周辺市町を対象

として、浸水リスク、ソフト対策が人口分布および企業

分布に及ぼす影響を推計可能な立地均衡型都市モデルを

構築することを念頭に、人口分布推計モデルの構築、企

業分布推計モデルの構築に向けた基礎的な検討を行う。 
 

2. 立地均衡型都市モデルの概要 

 最終的に目指すモデルでは、企業の立地選択行動、家

計の立地選択行動、不在地主の土地供給行動、業務地市

場および住宅床市場の需給均衡を仮定する。また、企業

分布が人口分布に及ぼす影響、浸水リスクが企業による

業務地の需要、家計による住宅床の需要に及ぼす影響を

考慮するとともに、人口の自然増減・域外社会移動も加

味し、時系列の企業分布・人口分布を推計可能なものと

する。立地均衡型都市モデルのフローを図－1 に示す。 
 

 
 

3. 人口分布推計モデルの構築 

3.1 対象地域及び単位地域 

対象地域は、小田原市および周辺の市町（南足柄市、

大井町、松田町、山北町、開成町、真鶴町、湯河原町）

の 9 市町とする。分析の単位地域は、2015 年時点で人口

と供給可能床面積が存在する 1km メッシュとする。 

3.2 人口分布推計モデルの定式化 

各世帯の転居先地域選択は、各転居先候補地域におけ

る効用水準を基に多項ロジットモデルで決定されると仮

定する。転居先地域選択確率を(1)式、各地域の効用水準

を(2)式に示す。 

       (1) 

         (2) 

ここで、sはゾーン、hは住宅タイプ、Pは転居先地域

選択確率、Vは部分効用、τ はその他の効用、Rは地価・

住宅価格・賃料、Zは住環境評価ベクトル、FRは水害リ

スク指標である。 

3.3 プレアンケート調査 

人口分布推計モデルの構築に向けて、家計の住宅床需

要の要因を把握するため、9 市町在住の世帯を対象にプ

レアンケートを実施した。アンケート項目を表－1 に示

す。調査は民間リサーチ企業に依頼して 2022 年 10 月 28

日～11 月 4 日に WEB 調査を実施し、有効回答数は 1152

であった。 

 
 

3.4 プロファイルアンケート調査 

 調査では、3 つの仮想的な転居先地域を並べたプロフ

ァイル表を住宅タイプ別に 4 つずつ提示し、それぞれ最

も望ましい地域を選択していただいた。 

 プロファイルにおける評価項目は、プレアンケート調

査結果を基に選定し、地価・住宅価格・家賃、食品スー

パーまでの距離、最寄駅までの距離、町医者・クリニッ

クまでの距離、想定最大浸水深とした。調査は 2022 年 11
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図－1 立地均衡型都市モデルのフロー 

・居住地 ・浸水被害経験の有無

・世帯人数・続柄 ・浸水被害後も住み続けたか否か

・現住居の住居タイプ ・浸水リスクを感じる度合い

・年収 ・運転免許の有無

・職業 ・自家用車の利用可否・頻度

・通勤・通学先 ・乗用車の利用頻度

・通勤・通学手段 ・免許返納予定の有無

・通勤・通学時間 ・免許を返納しても良い条件

・現住居の居住年数 ・現住居への転居理由

・居住経験の有無 ・現在の各種立地条件の重要度と満足度

・現時点での転居意思の有無 ・想定する転居地

・転居時期 ・希望する住居タイプ

・転居理由 ・転居先選択における各種立地条件の重要度

・居住誘導による転居受け入れの可否 ・転居を受け入れにおける条件

・転居を受け入れる理由 ・転居を受け入れたくない理由

・ハザードマップを知っているか否か ・浸水リスクに対して行っている備え

・ハザードマップを知ったきっかけ ・許容できる浸水被害の規模・発生頻度

1．FACE情報

2．現住居について

3．次の転居について

4．居住誘導について

5．浸水リスクについて

表－1 プレアンケート調査項目 



図－3 B to B企業の移転する際の重視度（割合）（N=14） 

図－4 B to C 企業の移転する際の重視度（割合）（N=4） 

月 25 日～30 日にプロファイルアンケート調査と同様に

民間リサーチ企業に依頼して WEB 調査を実施し、有効

回答数は 1149 であった。 

3.5 部分効用関数のパラメータ推定  

 家計の部分効用関数のパラメータは、プロファイルア

ンケート調査の個票データを用い、最尤法により推定し

た。部分効用関数のパラメータ推定結果を表－2 に示す。 

 
 

3.6 将来の人口分布推計  

 構築した実証モデルにより、将来時系列の人口分布を

推計した。推計期間は、2015 年から国立社会保障・人口

問題研究所が 9 市町の将来人口を公表している 2045 年

までとした。2045 年の人口分布の推計結果を図－2 に示

す。推計結果より、2045 年においても小田原駅周辺は

5000 人を超える人口が存在しており、中心市街地であり

続けることが示唆される。 

 
 

4. 企業分布推計モデル構築に向けた基礎的な検討 

4.1 企業向けアンケート調査の概要 

企業分布推計モデルの構築に向けて、企業の業務地需

要の要因を把握するため、酒匂川周辺の浸水想定区域内

の企業・法人 136 社を対象にアンケートを実施した。ア

ンケート項目を表－3 に示す。調査票は、2022 年 11 月

28 日に郵送配布し、12 月 5 日までに FAX および Google 

Forms により回収した。有効回答数は 20 であった。 

 

4.2 企業向けアンケート調査の結果 

製造業 7 社、卸売業 4 社、その他の業種各 1～2 社から

回答をいただいた。B to B 企業、B to C 企業が移転する

際の各項目の重視度（回答割合）を、それぞれ図－3、図

－4 に示す。B to B 企業では、「ライフラインの安定性」、

「幹線道路との近接性」の「非常に重要」「ある程度重要」

の回答割合が 70％を超えている。一方 B to C 企業では

「鉄道駅との近接性」、「商圏人口の多さ」を重視する割

合が多い。 

 

 

 

 
 

5. まとめ 

本研究では、神奈川県小田原市および周辺市町を対象

として、浸水リスク、ソフト対策が人口分布および企業

分布に及ぼす影響を推計可能な立地均衡型都市モデルを

構築することを念頭に、人口分布推計モデルの構築、企

業分布推計モデルの構築に向けた基礎的な検討を行った。 

 企業分布推計モデル、企業分布を考慮した立地均衡型

都市モデルの構築は、今後の課題としたい。 
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係数 ｔ値 ｐ値 N 対数尤度
-0.10 -5.31 0.00

-0.33 -26.05 0.00
-0.23 -4.87 0.00
- - -

-0.11 -6.01 0.00
-0.21 -1.25 0.21
-0.52 -17.70 0.00
-0.28 -2.80 0.01

-0.08 -1.13 0.26
-0.05 -1.42 0.16
-0.48 -5.33 0.00

-0.39 -21.00 0.00
-0.33 -5.13 0.00
- - -

-0.08 -3.10 0.00

-2130.00

820 -611.71

戸建て

（持ち家）

集合住宅

（分譲）

集合住宅

（賃貸）

食品スーパーまでの距離(km)
2404

町医者・クリニックまでの距離

町医者・クリニックまでの距離

床1m²あたりの住宅価格（万円）

水害時の想定最大浸水深（m）

食品スーパーまでの距離(km)
-1134.311372

水害時の想定最大浸水深（m）

町医者・クリニックまでの距離
最寄り駅までの距離(km)

床1m²あたりの住宅価格・地代

最寄り駅までの距離(km)
食品スーパーまでの距離(km)

最寄り駅までの距離(km)

床1m²あたりの賃料（万円）

水害時の想定最大浸水深（m）

表－2 パラメータ推定結果 

図－2 2045 年の人口分布推計結果 

表－3 企業向けアンケート調査項目 

・業種 ・年間売上額

・従業員数 ・商品・サービスの販売先・卸先

・従業員の通勤手段 ・サプライチェーンの企業が立地する企業

・従業員の自宅地域の割合

・立地した時期

・現在地を選択した理由

・現在地の立地に関する各種立地条件の現時点での重要度と満足度

・過去の浸水被害の有無 ・災害発生時の対応

・浸水リスクの把握の有無 ・災害保険の加入の有無

・現時点での移転検討状況

・移転する場合の各種立地条件の重要度

・移転要請された場合の同意の条件

1．事業所について

2．現在の立地場所について

3．浸水リスクについて

4．移転可能性について


